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1. 問題と目的 
 
1.1 問題 
進展する技術革新、激化する地球規模での競争、産業構造の再構築、そして、時として
襲う経済不況の波によって、先進各国の多くの企業にとって、リストラクチャリング、ダ
ウンサイジング、レイオフといった競争力の改善のための労働コストの低減の取組は身近 
                                                   
 2012 年 5 月 30 日提出、2012 年 11 月 22 日再提出、2012 年 12 月 28 日再々提出、2013 年 1 月 10 日
審査受理。 
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なものなり、これに伴って、企業と労働者の関係や仕事の性質も大きく変化してきている
（Howard, 1995 ; Capelli, 1999）。 
もともと、「リストラ」とは、リストラクチャリングの略語で、本来の意味は「再構築」
であり、企業内での業務や債務債権関係の整理統合による事業環境の好転を狙った企業戦
略に関わる言葉であった。しかし、我が国では、1990 年代初頭のバブル崩壊を契機とし、
経済環境の変化の中で、雇用調整が度々行われ、もっぱら「人員整理」や「首切り」を指
す言葉として定着していった（労働政策研究・研修機構, 2005）。このため、本研究におい
ても、リストラを企業の事業再構築による人員整理、解雇・退職勧奨等の人員削減策を表
すものとして取り扱う。 
リストラは、企業の観点からは、変化する環境に適応するために、必要な機能的・経済
的な柔軟性を企業に与える（Sverke & Hellgren, 2002）。一方、労働者の観点からすれば、
人生における深刻な危機ともなり得るものである。高橋（2010）は、リストラ失業者に対
する日本版精神健康調査票（GHQ）による測定結果から、これらの失業者の精神健康が総
じて悪いとしている。失業は、心身の健康、生活、行動、家族にネガティブな影響をもた
らすことが多くの研究によって報告されている（高橋, 2010）。 
リストラの影響は、リストラの対象となった者だけではなく、リストラを逃れた者にも
波及する。Casio（1993）は、ダウンサイジングやレイオフを免れ職場に残った従業員（レ
イオフ・サバイバー（Layoff-Survivors）と呼ばれる。）は、自分にのみ関心が集中し、危
険を避けるようになる「サバイバー・シンドローム（Survivor’s syndrome）」といった特
有な反応を生じるとする。Mishra & Spreitzer（1988）は、ストレス理論（Lazarous & 
Folkman, 1984）に基づく理論的考察によって、サバイバーの反応を「建設的（Constructive）
－破壊的（Destructive）」と「積極的（Active）－消極的（Passive）」の 2 次元で捉え、
破壊的・消極的反応である「おびえ反応（Fearful responses）」、建設的・消極的反応であ
る「好意的反応（Obliging responses）」、破壊的・積極的反応である「冷笑的反応（Cynical 
responses）」、建設的・積極的反応である「希望にあふれた反応（Hopeful responses）」の
4 つの類型（Archetypes）を提示し、サバイバーの中に、ネガティブな方向だけではなく、
ポジティブな方向の意識・行動を示す者の存在を示唆した。しかし、多くの研究では、サ
バイバーは、組織及び自分自身に対しネガティブな反応を示すことが報告されている（田
中, 2005）。 
さらに、リストラの影響は、リストラ経験者やサバイバー経験者に対するものにとどま
らない。米国に比べこれらの人々の割合は未だ低いと思われる日本においても、リストラ
への不安を持つ者は多い。最近では、2008 年 9 月のリーマン・ショックを契機とする世
界同時不況後、我が国の雇用者にとって、リストラはより身近に感じられるものになって
きており、プレジデント社の調査（溝上, 2009）では、「自分がリストラされるのではない
かという不安がありますか」という質問に対して、「不安がある」と回答した正社員の割合
は 46.3%（「かなりある」10.2%＋「多少ある」36.1%）にものぼる。こうした雇用不安（Job 
insecurity）1自体が、従業員の心理的安寧（Psychological well-being）、心身の不調に影
                                                   
1 雇用不安は、「脅かされる雇用状況の中で、望んでいる継続が維持されることに対する不安や認識され
る無力感」(Klehe et al., 2011 ; Gilboa et al., 2008 ; Sverke& Hellgren, 2002)や「将来、その仕事が存在
するかどうかについての全体的な懸念」(Greenhalgh & Rosenblatt, 1984)と理解されている。 
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響するとされる（Sverke & Hellgren, 2002）。また、組織に対しても、モラールの低下、
経営に対する不信感の増大、その結果としての離職傾向の上昇等組織の生産性・効率性に
悪影響を及ぼすことが報告されている（Casio, 1993, Sverke & Hellgren, 2002）。 
我が国においても、リストラの切迫による雇用不安が労働者へ与える影響について研究
がなされてきている。久田・高橋（2003）は、「将来、リストラの一環として解雇される
ことがあると思いますか」に対して「思う」、「思わないの」2 件法で問い、解雇予期が精
神健康にどの程度影響するのかについて、GHQ の 4 つの下位尺度得点と総合得点を従属
変数とする重回帰分析を行っている。その結果、身体症状を除く不安不眠、社会的活動障
害、うつ傾向、総合得点のいずれにおいても有意な影響を及ぼしていることを確認した。
また、田中（2007）は郵送調査と委託調査による労働者の調査結果を基にした分析から、
リストラの影響が降りかかってくると感じている労働者は、ストレス反応（身体的不調兆
候、苛立ち感）をより多く示し、仕事に対するエンパワーメント（有意義さ、有能さ、自
己決定感、インパクト）を感じにくくさせるとした。さらに、低くなったエンパワーメン
トが業績の自己評価を引き下げるとともに、職場での引きこもり（職場における消極行動）
を引き起こしやすくするとしている。 
他方、Klehe et al.（2011）は、リストラを予定する企業の従業員に調査を行い、リスト
ラの切迫によるネガティブな影響としてではなく、リストラ切迫に対する労働者のキャリ
アの視点から、キャリア適応行動（Career adaptive behavior）としてのキャリア・プラ
ンニングやキャリア探索活動2に焦点を当てて研究を行っている。その研究において、余剰
人員情報（自らの仕事が余剰整理の対象であるとの情報）は、その後のキャリア・プラン
ニングやキャリア探索活動を促進させるが、余剰人員情報と正の相関が見られる情緒的雇
用不安3の上昇は、キャリア・プランニングを抑制し、キャリア探索活動には有意な影響を
持たないことを示した。加えて、キャリア探索活動は、ロイヤルティを抑制する反面、主
体的離職行動（離職意向、就職活動、その後の離職）を促進させる効果を持つことを示し
た。Klehe et al.（2011）の研究は、それまでの多くの研究が、久田・高橋（2003）、田中
（2007）のように、リストラ切迫の認識がネガティブな情緒的反応を促進することを示唆
してきたのに対して余剰人員情報といったリストラ切迫の認識が、キャリア探索活動や主
体的離職行動といったリストラの克服につながる行動の契機ともなり得ることを示唆して
いる。しかしながら、Klehe et al.（2011）の研究によっても、リストラ切迫の認識を契機
として生じる不安とリストラ克服というある意味相反する反応がそれぞれどのような要因
によって促進され、あるいは、抑制されるのかなどそのメカニズムの解明は十分になされ
ているとはいえない。 
こうしたリストラの切迫によってリストラに対する不安というネガティブな反応を促
進する可能性とリストラの克服に向けたポジティブな反応を促進する可能性の両方がある
ことを踏まえた研究の蓄積は少なく、我が国でもこれまでこうした研究はなされてきてい
ない。 
                                                   
2 これからの就職活動のための外部情報の探索、これまでの仕事や興味の棚卸しといった自己の掘り下
げ、それらの結果のマッチングを指す。 
3 Borg & Elizur（1992）は、「仕事を失う可能性」の認識的雇用不安と、「仕事を失う恐れ」としての情
緒的雇用不安があるとしている。 
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1.2 目的 
本研究は、在職中の正社員のリストラ切迫に伴う反応を分析し、リストラが身近なもの
となってきている中での正社員のキャリア形成と企業の経営管理のあり方の検討に役立て
ることを目指すものである。 
本研究では、これまで述べてきた問題を踏まえて、リストラ切迫の認識に伴うリストラ
に対する不安とリストラの対象となった場合の克服の見通し4に着目して在職中の正社員
の反応を分析することとする。このため、まず、リストラ切迫の認識に伴うリストラ不安
とリストラ克服見込に関する仮説を基にした図 1 の因果（パス）解析モデル（以下「因果
モデル」という。）を策定し検証する。 
 
図 1 因果モデル 
 
（注）実線矢印は正の効果、点線矢印は負の効果を示す。 
（出所）筆者作成。 
 
因果モデルの前提となる仮説は次のとおりである。 
Klehe et al.（2011）は、余剰人員情報がネガティブな雇用不安と相関しリストラの克服
につながるキャリア探索活動等を促進することを見出している。このことから、リストラ
切迫が脅威として認識されリストラ不安を高める原因になるとと同時に、その脅威に対し
てこれを克服しようという対処・適応行動の契機ともなり、これらの行動によってリスト
ラ克服見込が高まると推測される。 
仮説 1：リストラ切迫の認識の高まりはリストラ不安を高める。 
仮説 2：リストラ切迫の認識の高まりはリストラ克服見込を高める。 
一方で、リストラ切迫の認識による影響は、リストラに対する不安とリストラ克服見込
に対するものだけではない。そのまま在職できるかに関わっての反応として、「自分はリス
トラの対象にならないという確信」（非リストラ確信）が想定され、非リストラ確信の低減
は、リストラ不安を一層喚起するとともに、リストラ克服見込を弱めると思われる。また、
リストラの対象になって企業に留まれないことによって喚起される反応として「リストラ
の対象になった後の予想される悲観」（リストラ後悲観）が想定されるが、リストラ後悲観
の高まりは、リストラ不安を一層喚起するとともに、リストラが克服できるという確信を
                                                   
4 リストラの克服ではなく、リストラ克服の見込としているのは在職中のため、実際にリストラが克服
できるかどうかは不明な状態に留まるためである。 
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弱めると推測される。さらに、非リストラ確信の低減は、在職している企業の外に出ると
いう現実を一層身近なものと感じさせることになり、リストラ後悲観を増大させ、前記の
リストラ不安とリストラ克服見込に対する間接効果を強めると推測される。 
仮説 3： リストラ切迫の認識が高まると、非リストラ確信とリストラ後悲観の間接効
果によってリストラ不安は増大する。 
仮説 4： リストラ切迫の認識が高まると、非リストラ確信とリストラ後悲観の間接効
果によってリストラ克服見込は抑制される。 
仮説 5： 非リストラ確信度の低減はリストラ悲観度を増大させ、リストラ不安を増大
しリストラ克服見込を抑制する効果を強める。 
ここで述べた変数を想定したリストラ関連尺度を作成し、その変数による因果モデルを
通じて仮説 1～5 を検証する。 
さらに、リストラの切迫に伴う反応が個人の属性・特性によって反応が異なることも予
想され、これらを分析することによって実際場面への応用可能性は高まるであろう。先に
見たように、サバイバーによる個人の反応の違いについては、Mishra & Spreitzer（1988）
の考察による分類が試みられているが、これはリストラ実施後引き続き勤務する企業とそ
のサバイバーの関係から見たものであり、主体的な離職行動も含めたリストラ切迫時の在
職者の反応をみる場合には適当とはいえない。本研究では、特にリストラに対する不安と
リストラ克服見込に着目して、個人の属性・特性による反応傾向の違いをさらに分析する。
具体的には、個人の属性・特性によってリストラの切迫に伴うリストラ不安とリストラ克
服見込に対する反応傾向が違うことが予想されることから、まず本研究の軸としているリ
ストラ不安とリストラ克服見込による類型化を行う。 
次に、リストラの認識が高まるに従い、仮説 1～5 の効果に加え、個人の属性・特性に
よって各類型への分化が促されることが予想されるため、リストラ切迫の認識の程度に伴
って類型別の割合がどのように変化するかを確認する。 
最後に、リストラ切迫に伴い反応が分化すると思われるリストラ切迫度の高い群を取り
出し、類型間での属性・特性の比較を行うことによって、属性・特性によるリストラの切
迫に伴う反応の違いを推定する。比較する属性・特性は次のとおりである。 
 
(1) 職業生活姿勢 
職業生活をどのように送るかという姿勢の違いが、職業生活における重大な事態である
リストラへの反応に影響する可能性がある。Rotter（1966）は、自分の行動の結果が自分
の力によって統制されているものか（内的統制；Internal control）、それとも他者や運な
ど自分の力以外によって統制されているのか（外的統制；External control）という統制
の所在（Locus of control）を提唱した。職業生活に対する統制の所在によってリストラ切
迫への反応が違うことがあり得る。一方で、職業生活を営むに当たって、所属する組織と
の関係が密接であり、組織を自己と一体的なものと見なして、内部統制と外部統制といっ
た視点では捉えにくい人々も存在する。そこで、自己のあり方を最大限に発揮するよう個
性化を図ろうとする「個人志向」と、組織の期待や規範に上手く適応していこうとする「組
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織志向」の視点5からも同時に捉えることを考えた。さらに、職業生活に対して、内部統制
的であり個人志向であることは、職業生活における自律性にもつながると考え、これらの
視点を総合して尺度を作成する。 
 
(2) 職業生活見通し 
職業生活の成功におけるキャリア・プランニングの重要性が指摘されてきており
（Selibert, et al., 1999 ; Klehe, et al. 2011）、リストラの切迫した場合にも職業生活にお
ける将来の目標や計画性が一つの視点となる。一方で、加藤（2004）は、自発的離職経験
者に対するインタビュー調査から「自己の将来キャリアにかんする不透明感」（キャリア・
ミスト）が職業生活に影響を与えることを見出している。職業生活における不透明性は、
リストラという大きな出来事を前にしたときに重要な視点となり得る。これらの視点から
尺度を作成する。 
 
(3) 仕事の実力 
大規模なリストラが行われるようになって以降、リストラに対応した仕事の実力として
エンプロイアビリティ（Employability）が注目されてきている。エンプロイアビリティ
は、自社での雇用継続可能性（社内での通用性）と他社への転職可能性（社外への通用性）
からなると考えられており（日本経営者団体連盟, 1999 ; 諏訪, 2002）、本研究でもその両
面で捉えるが、社外についてはさらに業界内と業界外の 2 段階で捉えることとする。 
 
(4) 職務外での準備 
リストラに遭った場合の職務外での準備として、能力面での準備として自己啓発と、生
活面での準備として蓄え（貯金等）の状況をそれぞれ把握することとする。 
 
2. 方法 
 
2.1 調査方法及び対象者 
調査時期： 2010 年 2 月 12 日（金）～同年 2 月 13 日（土）。 
調査方法： 本調査は、筆者が参加した法政大学大学院政策創造研究科「地域雇用に関する
アンケート調査」として、株式会社マクロミルに委託し、インターネットを通
じた WEB 調査により実施した。  
調査対象者： 株式会社マクロミルに登録する「20 歳から 79 歳までの男女モニター」から、
正社員をランダムに抽出し、調査を行った。その累積配信数は 5,214 件、う
ち有効回答者数 2,266 名、有効回答率は 43.5%であった。 
有効回答者の内訳は、男性 1,727 名、女性 539 名であった。年齢別では、
20 歳代 359 名、30 歳代 915 名、40 歳代 708 名、50 歳代 259 名、60 歳
以上 25 名であり、平均年齢は 38.9 歳（SD=8.74）であった。勤務先会社の
規模は、29 人以下が 448 名、30 人以上 99 人以下が 385 名、100 人以上
                                                   
5 伊藤（1993）のいう個人志向性と社会志向性のうち、社会志向性を企業・組織への志向性に置き換え
たもの。 
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299 人以下が 338 名、300 人以上 999 人以下が 359 名、1,000 人以上 2,999
人以下が 241 名、3,000 人以上 4,999 人以下が 110 名、5,000 人以上が 385
名であった。職種は経営・管理職が 193 名、専門職が 186 名、技術職が 649
名、営業職が 306 名、事務職が 580 名、販売・窓口職 74 名、保安・サービ
ス職 76 名、現業・労務職 164 名、その他 38 名であった。 
 
2.2 分析の対象とする変数と調査項目 
調査票のうち、「リストラ関連」、「職業生活姿勢」、「職業生活見通し」、「仕事の実力」、
「職務外での準備」の 5 群の調査項目を分析の対象とした。 
 
(1) リストラ関連 
因果モデルの変数として想定した「リストラ切迫度」（リストラの迫っている状況の認
識の程度）、「リストラ不安度」（自分自身がリストラに遭う不安や心配の程度）、「リストラ
克服見込度」（リストラの対象となった場合にこれを克服できる見込の程度）、「非リストラ
確信度」（自分はリストラの対象にならないという確信）、「リストラ後悲観度」（リストラ
の対象になった後の予想される悲観の程度）に対応してそれぞれ独自にワーディングを行
った6。作成した 25 項目に対して、「1.そう思わない」～「5.そう思う」の 5 件法で回答を
求めた7。 
 
(2) 職業生活姿勢 
職業生活姿勢関係項目の作成に当たって、その統制の所在の視点から鎌原・樋口・清水
（1982）による「Locus of Controls 尺度」を、個人志向－組織志向の視点から伊藤（1993）
による「個人志向性・社会志向性 P 尺度」を、自律性の視点から坂柳（1999）による「成
人キャリア成熟尺度 人生キャリア自律性尺度」をそれぞれ参考にし項目を作成した。作
成した 14 項目に対して「1.そう思わない」～「5.そう思う」の 5 件法で回答を求めた。 
 
(3) 職業生活見通し 
職業生活見通し項目の作成に当たり、将来の目標や計画性に関しては、「時間的展望体
験尺度」の目標志向性尺度・希望尺度（白井,1994 ; 白井 1997）及び「成人キャリア成熟
尺度 人生キャリア計画性尺度」（坂柳,1999）の項目を参考にした。不透明さの観点から、
加藤（2004）のキャリア・ミストの概念を基に独自にワーディングして項目を作成した。
作成した 10 項目に対して、「1.そう思わない」～「5.そう思う」の 5 件法で回答を求めた。 
 
                                                   
6 リストラ関連項目作成に当たっては、ⅰリストラ切迫の程度に関係する項目とリストラの切迫に伴う
反応を想定した項目をそれぞれ書き出し、ⅱKJ 法類似の方法により分類しながら適宜項目を加え、ⅲｉ
及びⅱの結果に対する雇用問題に詳しい人々（大学院教授、企業人事担当者、労働行政経験者）の意見を
踏まえた修正の上最終的な質問項目とした。 
7 調査票では「リストラに関連してお伺いします。それぞれの質問ごとにもっともよくあてはまる選択
肢を一つお選びください。※ここでいうリストラは、企業の事業再構築に伴う人員整理や解雇・退職勧奨
等を意味します。リストラは、企業の事業再構築に伴う人員整理や解雇・退職勧奨等を意味します」と教
示して回答を求めた。 
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(4) 仕事の実力 
自らの仕事の実力の評価として、会社内、業界内、業界外の各 1 項目に対して「A と B
を比較して、『A である』、『A に近い』、『どちらでもない』、『B に近い』、『B である』から
もっとも当てはまる選択肢を一つお選びください。」と教示して回答を求めた。なお、A、
B は、「A.現在の自分の専門性や仕事の実力は会社全体のかなり下位の水準である」、「B.
現在の自分の専門性や仕事の実力は会社全体のかなり上位の水準である」（会社内の場合）
のように示した。 
 
(5) 職務外での準備 
次の項目に対して仕事の実力の場合と同じ教示を示し 5 件法で回答を求めた。 
自己啓発：「Ａ.この 1 年間、自己啓発といえるようなことは特に行っていない」、「B. こ
の1年間に自己啓発にあてた1ヶ月の平均時間は、概ね20時間以上である」。
なお、「Aに近い」では、「月 5 時間」、「どちらでもない」では「月 10 時間」、
「Bに近い」では「月 15 時間」をそれぞれ目安にするよう付記している8。 
蓄え：「A.いざというときのための蓄え（貯金等）は全くない」、「B. 収入がなくなって
も 1 年以上全く困らない程度の蓄え（貯金等）がある」。 
 
2.3 分析の手順 
本研究は、次により分析を進める。 
ⅰ.ⅱ以下の分析に必要な関係尺度を作成する。 
ⅱ.因果モデルを策定し分析・検証する。 
ⅲ.リストラ不安とリストラ克服見込による正社員の類型化を行い、リストラ切迫の認識
が高まることによる各類型の分布の変化を確認する。 
ⅳ.リストラ切迫の認識が高い段階での各類型の属性・特性を比較する。 
 
3. 結果 
 
3.1 関係尺度の作成 
(1) リストラ関連尺度 
リストラ関連尺度を作成するため、リストラ関連 25 項目の回答結果に対して最尤法に
よる因子分析を実施した9。最小の固有値を 1 とし、その解釈可能性から、5 因子構造が妥
当であると考えられた。そこで、再度 5 因子構造を仮定して最尤法・Promax回転による
因子分析を行った結果、因子パタンが.40 未満の 2 項目を除外し、残りの 23 項目に対して
最尤法・Promax回転による因子分析を行った（固有値は第 1 因子から順に 7.57, 3.16, 2.33, 
1.75, 1.27; 回転前の 5 因子で全 23 項目の全分散を説明する割合は 61.23%）。適合度をみ
                                                   
8 平成 20 年度能力開発基本調査結果（厚生労働省, 2009）によると、2007 年度に自己啓発を行った正
社員の平均延べ受講時間は 70.3 時間であるが、200 時間以上の者も 7.7%おり、自己啓発の時間に大きな
幅があることに配慮した。 
9 本研究における因子分析は SPSS(12J)を用いて行い、適合度指標については、同プログラムにより算
出されるχ2 値等から RMSEA=√ MAX ((χ2 –df ) / df・（N－1 )), 0）を計算した。 
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ると、χ2＝937.154（df =148）から算出したRMSEAは.049 であり、満足できる水準と考
えられる。 
Promax回転後の最終的な因子パタンと因子間相関を表 1 に示す10。 
第 1 因子は「近い将来、リストラの指名を受けたらと不安でしかたがない」、「リストラ
の指名を受けることがとても心配である」などの 5 項目から構成されていることから「リ
ストラ不安度」、第 2 因子は「正社員を対象とするリストラが行われようとしている（ま
たはすでに行われている）」、「会社は、正社員のリストラも行わざるを得ない状況にある」
などの 7 項目から構成されていることから「リストラ切迫度」、第 3 因子は「自分はリス
トラの対象にならない自信がある」、「自分は、この先もリストラの対象となることはない」
などの 5 項目から構成されていることから「非リストラ確信度」、第 4 因子は「リストラ
にあったら、その後、望むような再就職先はとても見つけられない」、「リストラされれば、
自分の給与がいまより大きく下がることは避けられない」といった 3 項目から構成されて
いることから「リストラ後悲観度」、第 5 因子は「リストラの対象となったとしても自分
は困らない」、「たとえリストラにあっても対応していく自信がある」といった 3 項目から
構成されていることから「リストラ克服見込度」にそれぞれ該当するものと判断した。負
の因子パタン項目は、逆転項目処理を行った上、各因子を構成する項目による得点平均を
算出し各尺度得点とした。各尺度得点の内的整合性を検討するため、信頼性係数（α係数）
を算出したところ、「リストラ不安度」.92、「リストラ切迫度」.89、「非リストラ確信度」.83、
「リストラ後悲観度」.80、「リストラ克服見込度」.67 であり、いずれも本研究の今後の
検証には耐え得る水準であると判断した。 
  
                                                   
10 因子分析の結果、因子パタンが 1 をわずかに超えるものがあり、不適解の可能性も考慮し、k=4（SPSS
既定値）を k=3（SAS 既定値）にして、再度、因子分析を行った。その結果、因子構造はそのままで因
子パタンはすべて 1 未満となったため、これを表 1 に掲載した。 
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表 1 リストラ関連項目の因子パタンと因子間相関 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
近い将来、リストラの指名を受けたらと不安でしかたがない .99 -.03 .04 -.07 -.07
リストラの指名を受けることがとても心配である .97 -.02 .02 -.06 -.07
「リストラされたら」とくよくよ考えてしまう .93 .00 .02 -.07 -.05
今後、リストラの対象にならないか、気が気ではない .76 .02 -.10 .03 .02
リストラの対象となったら、給料を半分にしてでも会社に残
れるよう頼むしかない
.63 .02 .22 .08 -.07
正社員を対象とするリストラが行われようとしている（また
はすでに行われている）
.09 .88 .06 -.07 .01
会社は、正社員のリストラも行わざるを得ない状況にある .02 .85 .02 .00 -.01
会社は、近い将来、社員に希望退職募集や早期退職勧奨を行
う可能性が高い（または、すでに行っている）
-.01 .83 .00 .05 .00
会社は正社員数を減らしてきている -.04 .77 .08 .05 -.06
会社は、過去にもリストラを行ったことがある -.03 .71 .07 .01 -.01
近い将来、自分の属する部門や仕事はリストラの対象となる
可能性がとても高い
.22 .55 -.14 .01 .12
当分の間、会社が社員の雇用調整を行う可能性はほとんどな
い
.15 -.53 .27 .13 .13
自分はリストラの対象にならない自信がある .01 .07 .85 .02 .09
自分は、この先もリストラの対象となることはない .09 -.03 .79 .06 .10
会社でリストラが行われたとしても、自分の雇用には直接関
係ない
.10 .02 .76 .09 .12
自分もいつかは、リストラの対象になると予想している .24 .09 -.54 .19 .28
自分は、近い将来、会社から戦力外通告される可能性がある .34 .13 -.40 .08 .22
リストラにあったら、その後、望むような再就職先はとても
見つけられない
.00 .00 .06 .85 -.11
リストラされれば、自分の給与がいまより大きく下がること
は避けられない
-.13 -.02 .02 .82 .05
リストラにあったら、現在以上の仕事につくことはとてもで
きない
.28 .00 .05 .57 -.13
リストラの対象となったとしても自分は困らない -.01 -.09 .24 -.13 .65
たとえリストラにあっても対応していく自信がある -.12 .05 .27 -.09 .56
好条件の希望退職募集があれば、自ら希望して退職する -.08 -.01 -.06 .03 .56
因子間相関           　　  Ⅰ － .44 -.42 .43 .02
Ⅱ － -.36 .26 .31
Ⅲ － -.34 .02
Ⅳ － -.18
Ⅴ －
Ⅴ　リストラ克服見込度（α=.67,  M=2.97, SD=0.81）
 項目
因子
Ⅰ リストラ不安度（α=.92 M=2.27, SD=0.94）
Ⅱ　リストラ切迫度（α=.89, M=2.89, SD=1.01）
Ⅲ　非リストラ確信度（α=.83, M=3.09, SD=0.85）
Ⅳ　リストラ後悲観度（α=.80,  M=3.14, SD=0.97）
 
（出所）筆者作成。 
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(2) 職業生活姿勢尺度 
職業生活姿勢尺度を作成するため、関係 14 項目の回答結果に対して、最尤法による因
子分析を実施した。最小の固有値を 1 とし、その解釈可能性11から 3 因子構造が妥当であ
ると考えられた（固有値は第 1 因子から順に 3.53, 2.42, 1.74 ; 回転前の 2 因子で全 14 項
目の全分散を説明する割合は 61.23%）。Promax回転を行ったところ、各項目は 3 因子の
いずれか 1 つの因子に対して.40 以上の因子パタンを示した。因子間相関は、第 1 因子と
第 2 因子が.16、第 1 因子と第 3 因子が.04、第 2 因子と第 3 因子が.15 であった。 
適合度をみると、χ2＝969.921（df=52）から算出したRMSEAは.088 であり、概ね満
足できる水準と考えられる。 
第 1 因子は、「職業生活の中で、自分の個性を活かそうと常に努めている」、「充実した
職業生活になるかどうかは自分の意志と責任にかかっている」、「自分から進んで、どんな
職業生活を送っていくのかを決めている」など、個人志向、内部統制、自律性関連の 6 項
目から構成されており、全体として職業生活において、自らが自律的に個性を発揮するこ
とに重きを置く姿勢に関わると解釈をされたことから、「個人自律優先性」とした。第 2
因子は、「個性を活かすよりは、職場や組織にとって役立ちたい」、「個人の事情よりも職場
や組織から期待される役割を果たすことを優先する」など、組織との関係を優先・尊重す
る姿勢に関わる 4 項目から構成されていることから「組織優先性」とした。第 3 因子は、
「仕事での成功は、本人の意志や努力ではどうにもならないことの方が多い」、「職業生活
が充実しない原因の大半は周囲の環境によってきまる」など環境や運といった外部統制に
よって規定されることに重きを置く姿勢に関わる 4 項目から構成されていることから「他
律優先性」とした。 
各因子を構成する項目の得点平均を算出し各尺度得点とした。各尺度得点の内的整合性
を検討するため、信頼性係数（α係数）を算出したところ、「個人自律優先性」.79、「組織
優先性」.74、「他律優先性」.65 といずれも、本研究の今後の検証には耐え得る水準であ
ると判断した。 
 
(3) 職業生活見通し尺度 
職業生活見通し尺度を作成するため、職業生活見通し関係 10 項目の回答結果に対して
最尤法による因子分析を実施した。最小の固有値を 1 とし、その解釈可能性から 2 因子構
造が妥当であると考えられた。そこで、再度 2 因子構造を仮定して最尤法・Promax回転
による因子分析を行った結果、因子パタンが.40 未満の 2 項目を除外し、残りの 8 項目に
対して最尤法・Promax回転による因子分析を行った（固有値は第 1 因子 3.39, 第 2 因子
2.03 ; 回転前の 2因子で全 23項目の全分散を説明する割合は 61.23%）。Promax 回転後、
各項目は、2 因子のいずれか 1 つの因子に対して.40 以上の因子パタンを示した。第 1 因
子と第 2 因子の因子間相関は、-.27 であった。適合度をみると、χ2＝165.004（df=13）
から算出したRMSEAは、.072 であり、概ね満足できる水準と考えられる。 
第 1 因子は、「今後どんな職業生活を送っていきたいのか自分なりの目標を持っている」、
                                                   
11 内的統制－外的統制、個人志向－組織志向の 2 因子構造も想定されたことから、因子数を 2 に指定し
て最尤法・Promax 回転による因子分析を行い、その結果と比較したが、2 因子は想定した内容を示して
いなかった。 
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「自分が望む生き方をするために具体的な計画を立てている」など今後の職業生活に向け
た目標や計画に関わる 4 項目から構成されていることから、「目標計画性」とし、第 2 因
子は、「これから先の職業生活のことはほとんど予想がつかない」、「変化が激しすぎて今後
の職業生活を見通すことはとても難しい」など、今後の職業生活の見通しの不透明さに関
わる 4 項目から構成されていることから、「不透明性」とした。各因子を構成する項目の
得点平均を算出し各尺度得点とした。 
各尺度得点の内的整合性を検討するため、信頼性係数（α係数）を算出したところ、「目
標計画性」.89、「不透明性」.78 といずれも本研究の今後の検証には耐え得る水準である
と判断した。 
 
3.2 因果モデルによる分析・検証 
(1) リストラの切迫状況 
リストラの切迫度関係項目の回答をみると、「当分の間、会社が社員の雇用調整を行う
可能性はほとんどない」と思う（「そう思う」＋「ややそう思う」。以下同じ。）者の割合は、
31.9%に過ぎず、多くの正社員にとって、リストラが身近なものとして感じられている様
子が伺える。一方、「会社は、正社員のリストラも行わざるを得ない状況にある」と思う者
は 32.3%、「正社員を対象とするリストラが行われようとしている（または、すでに行わ
れている）」と思う者 24.8%と、リストラの切迫度が高いと感じている者は絞られてくる。 
 
(2) リストラ関連尺度得点の平均と相関 
リストラ関連尺度得点の平均、最頻値、リストラ関連尺度得点間の相関を表 2 に示す。 
各尺度得点の平均をみると、リストラ切迫度（2.89）、非リストラ確信度（3.09）、リス
トラ後悲観度（3.14）、リストラ克服見込度（2.97）は、尺度の中間値である「3」の概ね
前後であり、最頻値とも近い。リストラ不安度（2.27）は他に比べてかなり尺度の中間値
を下回り、最頻値も 1.00 と平均と大きく離れている一方で、標準偏差は 0.94 であり、最
頻値によって平均が下方に引きずられ、右側に歪んだ分布になっていると思われる。 
尺度得点間の相関をみると、全ての尺度得点間において有意な相関が見られたが、リス
トラ切迫度に対する相関を見ていくと、リストラ不安度に対する正の相関と非リストラ確
信度に対する負の相関が比較的強く、リストラ後悲観度との正の相関がそれに続き、リス
トラ克服見込度との正の相関が最も弱かった。リストラ不安度とリストラ克服見込度の間
は弱い負の相関が認められた。また、リストラ不安度とリストラ克服見込度それぞれに対
する非リストラ確信度とリストラ後悲観度との相関係数は、正負が逆となっていた。 
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表 2 リストラ関連尺度得点の平均、最頻値、標準偏差、得点間の相関 
 
 
 
 
 
 
 
（注）***:p<.001 
（出所）筆者作成。 
 
(3) 因果モデルによる分析の結果 
因果モデルに基づき共分散構造分析（AMOS18）によるパス解析を行ったところ、図 2
の結果となった。本モデルの適合度を検証したところ、各指標値は、GFI=1.000、
AGFI=.997、RMSEA=.000 を示し、χ2値も 10%水準でも有意ではないことから、適合度
は非常に高いと判断した。 
なお、図 2 のモデルに、リストラ不安度からリストラ克服見込度へ、リストラ克服見込
度からリストラ不安度へのパスを別に加えた 2 つのモデルによって、それぞれ解析を行っ
たところ、いずれのパス係数も有意ではなく（どちらも p＝.32, n.s.）、かつ、図 2 のモデ
ルに比べて、AIC が高くなること（28.971<30.000）から、リストラ不安度とリストラ克
服見込度の間に因果関係のない図 2 のモデルをより適切なものと判断した。 
 
図 2 因果モデルによるパス解析の結果 
 
（注）各変数における誤差項は省略した。 
実線矢印は正の効果、点線矢印は負の効果、数字は標準化パス係数。 
*** p<.001. 
（出所）筆者作成。 
 
1 リストラ切迫度 2.89 3.00 1.01 .39 *** -.43 *** .20 *** .13 ***
2 リストラ不安度 2.27 1.00 0.94 -.44 *** .40 *** -.12 ***
3 非リストラ確信度 3.09 3.00 0.85 -.26 *** .17 ***
4 リストラ後悲観度 3.14 3.00 0.97 -.31 ***
5 リストラ克服見込度 2.97 3.00 0.81
－
－
3 4 5
－
－
－
相関係数
1 2
平均 最頻値 SD
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パス解析結果から、リストラ切迫度が高まることによって、リストラ不安度、リストラ
克服見込度ともに高める直接効果が認められた（仮説 1 及び仮説 2）。一方で、リストラ切
迫度の上昇は、非リストラ確信度を低減させ、リストラ後悲観度を高める効果が認められ
た。非リストラ確信度の低減は、リストラ不安度を高め、リストラ克服見込度には低減さ
せる効果を与えていた。また、リストラ後悲観度の高まりは、リストラ不安度を高め、リ
ストラ克服見込度を低減させる効果を与えていた。このため、リストラ切迫度が高まるこ
とによって、リストラ不安度は、非リストラ確信度及びリストラ後悲観度を介した間接効
果がリストラ切迫度の直接効果に加わって一層高まることが確認された（仮説 3）。逆に、
リストラ克服見込度は、非リストラ確信度とリストラ後悲観度の間接効果によってリスト
ラ切迫度の直接効果が相殺され、抑制されることが認められた（仮説 4）。さらに、非リス
トラ確信度が低減することによってリストラ後悲観度を高める効果が認められた（仮説 5）。
これらの検証結果により仮説全てが支持された。 
 
3.3 リストラ不安とリストラ克服見込による類型化を通じた分析 
(1) クラスター分析による類型化 
リストラ不安度とリストラ克服見込度は相関関係が弱く、リストラ不安度とリストラ克
服見込度は互いに直接の因果関係が認めらなかったことから統計上の問題はないと判断し、
リストラ不安度とリストラ克服見込度の 2 変数（いずれもz得点12により標準化を行ったも
の）によるクラスター分析（k-means法）を行った。研究目的に即した当てはまりの良さ
から、リストラ克服見込度（高・低）×リストラ不安度（高・低）の 4 つのクラスター及
びリストラ克服見込度（中）×リストラ不安度（中）5 クラスターを適切なものと考えた13。
さらに、リストラ克服見込度、リストラ不安度を従属変数として 5 クラスターに対する分
散分析を行った結果、いずれも有意 （リストラ克服見込度：F（4, 2261）=1279.20, 
p<.001 ; リストラ不安度：F（4, 2261）=2109.80, p<.001）であったことから、5 クラ
スター解を採択した。5 クラスターによるクラスター分析の結果を表 3 に示す。 
クラスター1 は、リストラ克服見込度もリストラ不安度も高い「高克服･高不安型」とし、
以下、同様にクラスター2 は「高克服・低不安型」、クラスター3 は「中克服・中不安型」、
クラスター4 は「低克服・高不安型」、クラスター5 は「低克服・低不安型」とした。 
  
                                                   
12 クラスター分析は、各変数の測定値の持つ量自体の意味をクラスター分けに活かす場合には尺度得点
をそのまま使用することもあり得るが、分散の大きい変数の影響を避けるため標準得点に換算してから行
うことが多い（村瀬ほか, 2007）。本研究では、ⅰ両変数を対等なものとして分散の違いによる影響を極
力排除したいこと、ⅱその後の分析において、他の変数の標準得点化によって全体の分布での位置づけ（全
体平均との差の程度）の中で各類型における違いを見たいことから、標準得点を用いたクラスター分析を
実施している。なお、結果として、尺度得点をそのまま用いた場合と比較して各クラスターの構成比や各
クラスターの中心に大きな違いは見られなかった。 
13 ｋ-means 法では、先にクラスター数を設定する必要があるため、3 クラスターから順次、設定クラ
スター数を増やして研究目的に即した適合性を確認していった。 
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表 3 リストラ不安度とリストラ克服見込度による各クラスターの中心と割合 
クラスター１ クラスター２ クラスター３ クラスター４ クラスター５
高克服・高不安 高克服・低不安 中克服・中不安 低克服・高不安 低克服・低不安
　リストラ克服見込度 1.18 1.08 0.04 -1.18 -0.92
　リストラ不安度 1.62 -1.04 0.58 1.17 -0.73
（N） (126) (535) (841) (223) (541)
（構成比　%） (5.6%) (23.6%) (37.1%) (9.8%) (23.9%)
 
（注）各尺度得点（平均）は、z得点に換算している。 
（出所）筆者作成。 
 
(2) リストラ切迫度の違いによる類型別割合の推移 
リストラに対する反応の類型別の割合が、リストラ切迫度の違いによって、どのように
変化していくかをみるために、リストラ切迫度の z 得点が、-0.5 未満をリストラ切迫度「低
群」、-0.5≦z 得点≦0.5 の範囲を同「中群」、0.5 超を同「高群」として、リストラ切迫度
群別に各クラスターに属する頻数の構成比（％）を図 3 にまとめた。 
 
図 3 リストラ切迫度群（低・中・高）・各クラスター別構成比 
 
（出所）筆者作成。 
 
リストラ切迫度が低い段階では、2 つの低不安群型によって、全体の約 8 割を占め、そ
れに中克服・中不安型を加えた 3 つの類型がほとんど全体を占めている。 
Hosei University Repository
＜査読付き投稿論文＞ 
Journal of Innovation Management No.10 - 44 - 
リストラ切迫度中群では、低群に比べ、低克服・低不安型、高克服・低不安型ともにそ
の割合が大きく低下（2 類型を合計した割合は、48.4%ポイント減）し、代わりに中克服・
中不安型が 14.5%から 57.4%に大きく増加する。注目すべきは、37.4%から 13.2%への高
克服・低不安型の割合の減少である。切迫度が低い段階では、リストラにあっても克服が
できるはずが、リストラ切迫度が上昇した段階では、そうではなかったという人がかなり
出てくるということを推測させる。全体では、中克服・中不安型を中心として 4 つの類型
が約 9 割を占めている。 
さらに、リストラ切迫度が高い群では、5 類型に分布が分かれる。中克服・中不安型が
大きく減少し、一方で、高克服・高不安型、低克服・高不安型、高克服・高不安型の 3 類
型が増加している。リストラが迫ってくると、一旦、下がったリストラ克服見込度の高い
者（高克服・高不安型＋高克服・高不安型）の割合が高まる（リストラ切迫度低群 38.1%、
中群 15.3%、高群 37.8%）。 
 
3.4 リストラ切迫時における類型別属性・特性の比較 
(1) リストラ関連尺度得点による比較 
リストラ切迫度の違いによる反応類型別の割合の違いを見てきたが、さらに、リストラ
が切迫した段階（リストラ切迫度高群）でのそれぞれの類型の人々の各リストラ関連尺度
得点の傾向をみるために、類型別各尺度得点の平均を全サンプルを対象とする z 得点に換
算して比較した。 
その結果、リストラ克服見込度とリストラ不安度の各類型別の平均は、各類型の性質を反
映する形となっており、中克服・中不安型（克服見込度 0.10, 不安度 0.55）を真ん中に、高
克服・低不安型（克服見込度 1.26, 不安度-0.99）と低克服・高不安型（克服見込度-1.18,不
安度 1.38）が対称的な形となり、もう一方で、高克服・高不安型（克服見込度 1.18, 不安度
1.72）と低克服・低安定型（克服見込度-0.87, 不安度-0.63）が対称的な形となっていた。 
非リストラ確信度をみると、高克服・低不安型（-0.07）＞高克服・高不安型（-0.19）
＞中克服・中不安型（-0.23）＞低克服・低不安型（-0.48）＞低克服・高不安型（-1.27）
の順になっているが、低克服・高不安型はその中でも著しく非リストラ確信度が低かった。
また、最も非リストラ確信度の高い高克服・低不安型であっても、全サンプル平均（z=0）
をわずかに下回っており、リストラの対象にならない確信が高いということではない。 
リストラ後悲観度をみると、高克服・低不安型（-0.61）＜中克服・中不安型（0.20）＜
低克服・低不安型（0.44）＜高克服・高不安型（0.73）＜低克服・高不安型（1.10）の順
となっており、他の類型が、いずれも全サンプルの平均を上回っている中にあって、高克
服・低不安型は、唯一、リストラ後悲観度が全サンプル平均を下回っていた。 
 
(2) 職業生活姿勢、職業生活見通しについての比較 
リストラ切迫度高群において、それぞれの類型の人々が、①職業生活姿勢、②職業生活見
通し、③仕事の実力、④職務外での準備についてどのような違いがあるのかを検証した。 
類型別の各職業生活姿勢尺度得点、各職業生活見通し尺度得点の平均を全サンプル対象
の z 得点に換算したものを図 4 に示す。 
職業生活姿勢において、中克服・中不安型と低克服・低不安型がほぼ同じプロフィール
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となっており、個人自律優先性、組織優先性、他律優先性のいずれについても、全サンプ
ル平均の近辺に位置している。 
また、低克服・高不安型と高克服・低不安型が中克服・中不安型を挟んで、対称的なプ
ロフィールとなっていた。低克服・高不安型では、個人自律優先性が低く、組織優先性が
高く、逆に、高克服・低不安型では、個人自律優先性が高く、組織優先性が低い。他律優
先性では、いずれも全サンプル平均の近辺に位置しているが、高克服・低不安型がやや低
い。他に対して、高克服・高不安型が異質なプロフィールとなっており、個人自律優先性、
組織優先性、他律優先性のいずれについても顕著に高くなっている。 
職業生活見通しによる違いを見ていくと、職業生活姿勢において、低克服・低不安型と
ほぼ同じプロフィールであった中克服・中不安型は、不透明性についても全サンプル平均
よりもやや高めのほぼ同じ位置にあるが、目標計画性では違いが見られた。中克服・中不
安型では、目標計画性が全サンプル平均に比べやや高めであるが、低克服・低不安型はや
や低めである。低克服・高不安型は、目標計画性が低く不透明性が高い。高克服・低不安
型では、その逆となっていた。より詳細に見ていくと、高克服・低不安型では、目標計画
性は全サンプル平均よりやや高めであり、不透明性は全サンプル平均をわずかに下回って
いる程度であったが、全類型の中で最も不透明性が低かった。それに対して、低克服・高
不安型は、目標計画性の低さ、不透明性の高さのいずれについても顕著である。 
高克服・高不安型は、目標計画性、不透明性のいずれについても顕著に高くなっている。 
 
図 4 リストラ切迫度高群の類型別職業生活姿勢及び職業生活見通し尺度得点 
 
（注）各得点（平均）は、全サンプルを対象とするz得点に換算している。 
（出所）筆者作成。 
 
(3) 仕事の実力、職務外での準備についての比較 
同じく、類型別の仕事の実力、職務外での準備に関わる各項目の平均を z 得点に換算し
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たものを図 5 に示す。 
仕事の実力を見ていくと、業界外・業界内・会社内いずれにおいても、最も高いのは、
高克服・低不安型であり、最も低いのは低克服・高不安型である。中克服・中不安型は、
業界外・業界内・会社内いずれにおいてもほぼ全サンプル平均の位置にある。低克服・低
不安型は、業界外から会社内へと向かうほど実力が高くなっている。高克服･高不安型では、
逆に会社内から業界外へ向かうほど実力が高くなっている。 
職務外での準備として、自己啓発についてみると、高克服・高不安型が最も高かったが、
高克服・低不安型がこれに次いで中克服・中不安型を上回っており、低克服・低不安型は
全サンプル平均をやや下回る。低克服・高不安型はここでも顕著に低い。貯金等の蓄えに
ついては、低克服・高不安型がやや低いものの、全類型間に大きな差は見られず、全サン
プル平均の近辺に位置している。 
 
図 5 リストラ切迫度高群の類型別仕事の実力、職務外での準備尺度得点 
 
（注）各得点（平均）は、全サンプルを対象とするz得点に換算している。 
（出所）筆者作成。 
 
4. まとめと考察 
 
4.1 リストラの切迫に対し予想される反応 
本調査結果から、リストラは、多くの正社員にとって身近なものとなってきているが、
切迫した状況として認識している者の割合はそう高くないことが認められた。 
実際に、リストラが切迫してくると、人々はどのように反応するのであろうか。パス解
析の結果から次が推測される。リストラの切迫はリストラに対する不安を高める効果を持
つとともに、リストラを克服する見込を高める効果も持つ。リストラの切迫は、リストラ
に対する心構えや準備といった対応をとる契機ともなるのである。しかし、同時に、リス
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トラの切迫は、「自分はリストラに遭うことはない」という確信を弱め、リストラに遭った
ときの離職後の再就職の見通しや再就職できたとしてもそのときの賃金水準などの悲観を
強める効果を与える。これらの効果が媒介して、リストラに対する不安は一層高まるが、
リストラを克服する見込は抑制され、リストラ不安は高まるものの、リストラを克服でき
るという見通しは高まらないという事態が生じることが推測される。 
さらに、リストラ切迫度別のクラスター分析による類型の割合の推移をみると、リスト
ラ切迫度が低い群では、37.4%を占めていた高克服・低不安型が切迫度中群では 13.2%に
まで下降した。リストラが切迫していない段階での克服できるとの見込は、実際にある程
度リストラが迫ってきた時には甘すぎたと認識を改めることが推測される。 
リストラ切迫度がさらに高い段階では、中程度の切迫度では大きく下降した高克服・低
不安型の割合が 23.2%に大きく上昇をしていた。これは、リストラ克服見込に対する抑制
効果が先に働き認識を修正した後、リストラ克服に向けた準備を行い始めることによって、
克服の見込を高めるためではないかと推測される。また、リストラ切迫度が高くなると、
5 類型がそれぞれ一定（1 割以上）の割合を占めるようになり、個人の属性・特性に応じ
て反応が分化していくことが伺われた。 
反応が分化しているリストラ状況の切迫度の高い群において、それぞれの類型別の属
性・特性を比較していくと、いくつかの傾向が見出された。まず、中克服・中不安型を中
間にして、高克服･低不安型と低克服・高不安型のプロフィールに対称性が認められた。リ
ストラを克服し生き残っていく代表が高克服・低不安型であるなら、低克服・高不安型は、
会社内での仕事の実力から見て、落ちこぼれ状態にあり、リストラに対して最も無力な代
表であろう。これらに対して、中克服・中不安型は、その中間に位置し、最も多くの割合
を占める、会社における標準的な人々というイメージであろう。リストラが切迫した場合、
キャリア探索活動が増え、主体的な離職活動が増加することが報告されている（Klehe et 
al., 2011）。高克服・低不安型は、自分がリストラの対象にならないとは必ずしも思ってお
らず（非リストラ確信度は全サンプル平均をやや下回る）、自分が会社を辞めることになっ
たとしてもその悲観度は小さい（リストラ後悲観度が他に比べ最も低い）ことから、こう
した主体的な行動による離職の可能性が高い。逆に、なんとか会社に残ろうとするのは、
低克服・高不安型の人々であろう。 
中克服・中不安型と低克服・低不安型は、その職業生活姿勢のプロフィールをみると類
似したものとなっているが、職業生活見通しにおいて中克服・中不安型に比べ低克服･低不
安型の目標計画性が低くなっている。低克服・低不安型は、目標計画性が低いことによっ
て不透明性は中克服・中不安型とほぼ同じ水準でありながら、リストラ不安を生じにくく、
かつ、リストラ克服に向けた行動もなされにくいことが推測される。低克服・低不安型は、
Burchell（2002）が、砂嵐が来ると地面の中に頭を突っ込んでやり過ごそうとするダチョ
ウに例えたリストラの危機を過小評価することで身を守ろうとする人々がイメージされる。
その仕事の実力についてみると、中克服・中不安型が会社内、業界内、業界外と押し並べ
て、全体の平均レベルであるのに対して、低克服・低不安型は会社内ほど仕事の実力の評
価が高く、会社外にいくほど評価が低くなっている。自己啓発についても中克服・中不安
型を下回っている。いわば、内弁慶というイメージが重なり、自分がリストラの対象に指
名され、外に出されるとなると弱いタイプである。離職後の再就職活動についても、外部
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での仕事の実力や目標計画性の弱さから相当な困難が予想される。高克服・高不安型は、
その他の類型に比べ独特である。職業生活姿勢における個人自律優先性・組織優先性・他
律優先性、職業生活見通しにおける目標計画性・不透明性のいずれも顕著に高い。個人の
自律性は追求するが、併せて組織も優先しようとし、結局、自分のコントロールが利かな
いところで決まることが多いと感じていることが推測される。高い目標や計画を立て行動
しようとするが、現実との乖離が大きいため、不透明性も大変高くなるといったイメージ
であろう。自己啓発の努力もよくするが、それが、会社内部の仕事の実力へとは必ずしも
結びついていかない。外部での仕事の実力をより高く評価しているにも関わらず、リスト
ラ後悲観度やリストラ不安度は高い。高克服・高不安型は、意識や行動における混乱がそ
の特徴となっている。 
 
4.2 研究結果からの示唆 
社員として自己防衛のためにどうすべきか。リストラが切迫してきたところで、不安が
高まり、その克服の見込はそれほど高まらない一般的な傾向やリストラ切迫度中群は、低
群に比べ高克服・低不安型の割合が大きく低下することを踏まえると、高克服・低不安型
以外の職業生活姿勢のプロフィールへの当てはまりが高い場合には、それぞれの類型に応
じた、リストラが切迫する前のより早期の段階での適切な対応が望まれる。例えば、低克
服・高不安型、低克服・低不安型、中克服・中不安型のいずれかのプロフィールに近いの
であれば、より自律性を高め、将来のキャリアの目標計画性をより明確なものとするよう
備え、高克服・高不安型のプロフィールに近いのであれば組織への思い入れを小さくしつ
つ、また、将来のキャリアの目標や計画をより現実に即したものにし、自己啓発の努力を
現在の仕事により反映できるように備えることなどが考えられる。 
企業においては、どのように対応すべきであろうか。企業は、正社員の人員整理を行う
必要性が高まったときに、まず、退職金の割り増し等の優遇措置を講じて希望退職を募る
ことが広く行われている（菅野, 2003）14。この希望退職への応募可能性が最も高いのは、
高克服・低不安型の人々であろう。しかし、高克服・低不安型は、仕事の実力が高く、企
業としては引き留めたい人々である。これまでの研究でもリストラが切迫し、雇用の不安
定性が高まると、企業にとって価値ある人間ほどが離職する傾向が報告されており
（Greenholgh & Rosenblatt, 1984 ; Sverke & Hellgren, 2002）、残った者はより少ない
リソースで何とかせざるをえなくなる（Burke & Nelson, 1998）。この辺りの対応を誤る
と、企業にとっては命取りになる。 
こうした状況に対して、Klehe et al.（2011）は、研究結果から退職まで相当の期間をお
いて予め従業員にリストラの対象であることを伝えておく方がよいと助言する。離職に対
して準備できる長い期間がリストラ対象者への企業としてのケアの姿勢をリストラ対象者
とサバイバーの両方に伝える効果を持ち、サバイバーも不安を低減し、企業に対するロイ
ヤルティの低下も防ぐ。より透明性の高い状態かつ従業員の声が届く形での実施となって
いるかという点が企業の意思決定者にとって最も重要指針となり、実際に雇用の継続につ
いて不確かな状況よりはリストラ対象者、サバイバー、企業いずれにとってもよい結果と
                                                   
14 裁判例から、整理解雇には、人員削減の必要性、非解雇社選定の妥当性、手続の妥当性のほか、人員
削減の手段として、他の手段によって解雇回避の努力が必要である（菅野, 2003）。 
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なるとする。 
こうした対応に加え、本研究で見出された類型のプロフィールを踏まえることで、より
有効な対応が可能になるであろう。 
高克服・低不安型に対しては、「企業にとって必要な人材である」ことを暗黙のうちに
済まさず、早い段階でしっかりと伝えて、職業生活の見通しを高めるようにしておくこと
が必要である。 
おそらく、企業が最も人員整理の対象としたいのは、低克服・高不安型の人々であろう
が、これらは、最も希望退職に応じにくい人々であり、リストラの対象となった場合には、
再就職等も最も困難が予想される人々である。このため、この類型の人々を強圧的にリス
トラの対象とする場合には、その悲惨さによって、それらを見るサバイバーにも強いネガ
ティブな影響を与えることが予想される。リストラ対象として伝えてから退職までの長い
期間を設け、時間をかけたキャリア・プランの策定・キャリア探索などの支援が必要であ
ろう。また、リストラの対象が、低克服・低不安型や中克服・中不安型に及ぶことになれ
ば、これら 2 つの類型の職業生活姿勢は共通し、かつ、その占める割合も高く、一般的な
ものと予想されるが故に企業内での混乱は広がることを予想し、一層、人員整理について
の透明性と公平性に努力することが求められよう。 
 
4.3 本研究の意義と今後の課題 
Capelli（1999）は、かつては米国においても、日本型雇用の特徴とされる長期雇用、
これを前提とした企業内人材育成システム、企業と労働者の相互信頼による心理的契約が
主要な企業を中心になされていたとする。それが 1980 年代に日本企業の台頭など国際的
企業間競争の中で大規模なリストラが進み、崩壊を余儀なくされたのである。近年のアジ
ア諸国等の発展に伴う国際的な企業間競争の一層の激化やさらにスピードを増す技術革新
を踏まえると、将来、リストラを行う必要性が生じることも、一つのリスクと考え備えて
おくことが、社員、企業双方にとって必要であろう。 
しかし、どう備えるかについての研究蓄積、特に、リストラが身近なものとなってきて
いる中で在職中にどう対応するのかといった研究やリストラという事態も想定した中で企
業が社員とのパートナーシップをどのように形成するのかといった研究は、我が国におい
てまだほとんどなされてきていない。 
その中で、本研究では、事態がリストラへと向かっていくときに、在職者の人々はどの
ように反応し、また、どのようにその反応が分かれ、そして、どのような人々がその事態
に的確に立ち向かっていこうとするのかについて新たな知見をもたらしたと考える。こう
した知見は社員、企業双方にとって今後の備えのための示唆を与えるものである。しかし、
一方で課題も残されている。 
第 1 は、研究蓄積が少ない中で、1 回の定量調査によって、因果関係を確定することに
は限界があるという点である。リストラが切迫している過程の中で、縦断的な調査を行う
ことが望ましいが、現実にはそのような状態の企業に関わって従業員に対する縦断的な調
査を行うことは大変難しい。次善の策として、数は少なくても、リストラが切迫している
状況にある労働者に対する質的調査において経緯を確認することによって補完することが
考えられよう。 
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第 2 は、本研究及び調査では、在職中の正社員を対象としているため、リストラ克服見
込を軸の一つとしているが、克服見込を持つ者であっても実際にリストラの対象となった
とき、リストラを克服できるかどうかは不明である点である。このため、縦断的調査によ
って離職後にも調査を行うことが望ましいが、これも実際には難しい。リストラを克服し
たとする人を探し質的調査によって補完することが考えられよう。 
第３は、本研究で作成、使用した尺度については、さらに精緻化することが望まれると
いう点である。各尺度については、本研究の中で一定の因子的妥当性（適合度を含む）、信
頼性は確保できたが、特に、職業生活尺度や職業生活見通し尺度をリストラへの反応の予
測指標に活用することは難しいであろう。今後、他の外的基準と照合する等によって、さ
らなる精緻化を図ることが望まれる。 
そして、大きな課題は、リストラという現代社会における重大かつ深刻な問題に対して、
現実的なよりよい方策を探るため、多面的かつ学際的な検討を行い、その成果を結集して
いくことであろう。 
 
 
参考文献 
伊藤美奈子（1993）「個人志向性・社会志向性尺度の作成及び信頼性・妥当性の検討」、『心理
学研究』 64、pp.115-122。 
加藤一郎（2004）『語りとしてのキャリア メタファーを通じたキャリアの構成』、白桃書房。 
加藤一郎・鈴木竜太（2007）「30 代ホワイトカラーのキャリア･マネジメントに関する実証研
究 ミスト＝ドリフト･マトリックスの視点から」、『経営行動科学』20(3)、pp.301-316。 
鎌原雅彦・樋口一辰・清水直治 （1982）「Locus of Control 尺度の作成と、信頼性、妥当性の
検討」、『教育心理学研究』、30、pp.302-307。 
厚生労働省（2009）「平成 20 年度能力開発基本調査結果概要」。 
http://www.mhlw.go.jp/houdou/2009/06/h0610-1.html. 
坂柳恒夫（1999）「成人キャリア成熟尺度（ACMS）の信頼性と妥当性の検討」、『愛知教育大
学研究報告』、48、pp.115-122。 
白井利明（1994）「時間的展望体験尺度の作成に関する研究」、『心理学研究』 65、pp.54-60。 
白井利明（1997）『時間的展望の生涯発達心理学』、勁草書房。 
菅野和夫（2003）『労働法第六版』、弘文堂。 
諏訪康雄（2002）「エンプロアビリティは何を意味するのか？」、『季刊労働法』、199 号、pp.81-95。 
高橋美保（2010）『中高年の失業体験と心理的援助』、ミネルヴァ書房。 
田中堅一郎（2005）「リストラは職場に何をもたらしたか:心理学の視点からダウンサイジング
を考える」、『日本大学大学院総合社会情報研究紀要』No.6、pp.173-184。 
田中堅一郎（2007）「リストラ経験およびリストラの脅威が従業員の心理学的・行動的側面に
及ぼす影響」、『日本大学大学院総合社会情報研究紀要』No.8、pp.357-366。 
日本経営者団体連盟・教育特別委員会（1999） エンプロイヤビリティ検討特別委員会報告「エ
ンプロイヤビリティの確立を目指して」。 
久田満・高橋美保（2003）「リストラが失業者および現役従業員の精神傾向に及ぼす影響」、
『日本労働研究雑誌』No.516、pp.78-86。 
Hosei University Repository
リストラの切迫に関わる正社員の反応と経営管理 
イノベーション・マネジメント No.10 - 51 - 
溝上憲文（2009）「正社員 1045 人本音調査「40 代 56%がリストラ不安」」、『プレジデント』
47(16)、pp.164-166。 
村瀬洋一・高田洋・広瀬毅士共編（2007） 『SPSS による多変量解析』、オーム社。 
労働政策研究・研修機構（2005）『「リストラ」と雇用調整』JILPT 資料シリーズ No.2。 
Borg, I., & Elizur, D. 1992. Job insecurity: Correlates, moderators and measurement.  
International Journal of Manpower, 13: 13–26. 
Burchell, B. 2002. The prevalence and redistribution of job insecurity and work 
intensification. In B. Burchell, D. Ladipo & F. Wilkinson (Eds.), Job insecurity and 
work intensification. London and New York: Routledge.  
Burke, R. J., & Nelson, D. 1998. Mergers and acquisitions, downsizing, and privatization: A 
North American perspective. In M. K. Gowing, J. D. Kraft & J. C. Quick (Eds.), The 
new organizational reality: Downsizing, restructuring and revitalization: 21–54. 
Washington, DC: American Psychological Association. 
Capelli, P. 1999. The new deal at work: Managing the market-driven workforce. U S A: 
President and Fellows of Harvard College.（若山由美訳『雇用の未来』日本経済新聞社、
2001 年）。 
Cascio, W. F. 1993. Downsizing: What do we know?  What have we learned? Academy of 
Management Executive, 7: 95–104. 
Gilboa, S., Shirom, A., Fried, Y., & Cooper, C. 2008. A meta-analysis of work demand 
stressors and job performance: Examining main and moderating effects. Personnel 
Psychology, 61: 227–271. 
Greenhalgh, L., & Rosenblatt, Z. 1984. Job insecurity: Toward conceptual clarity. Academy 
of Management Review, 3: 438–448. 
Howard, A. 1995. The changing nature of work. San Francisco, CA: Jossey-Bass. 
Klehe, U.-C., Zikic, J., Van Vianen A. E. M., & De Paterl, I. E. 2011. Career adaptability, 
turnover and loyalty during organizational downsizing. Journal of Vocational Behavior. 
doi: 10.1016/j.jvb.2011.01.004. 
Lazarus, R. S., & Folkman, S. 1984. Stress, appraisal, and coping. New York: Springer. 
Mishra, A. K., & Spreitzer, G. M. 1998. Explaining how survivors respond to downsizing: 
The roles of trust, empowerment, justice, and work redesign. The Academy of 
Management Review, 23(3): 567–588. 
Rotter, J. B. 1966. Generalized expectancies of internal versus external control of 
reinforcement. Psychological Monograph, 80: 1–20. 
Seibert, S. E., Crant, J. M., & Kraimer, M. L. 1999. Proactive personality and career 
success. The Journal of Applied Psychology, 84: 416–427. 
Sverke, M., & Hellgren, J. 2002. The nature of job insecurity : Understanding employment 
uncertainty on the brink of a new millennium. Applied Psychology: An International 
Review, 51 (1):23–42. 
 
亀島 哲（かめしま・さとる） 
法政大学大学院政策創造研究科博士後期課程 
Hosei University Repository
